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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本における外国人住民の健康を守るため、医療・保健情報を効果的に提
供できる仕組みを構築することを目指しています。文献検索を通じて外国人住民が医療・保健情報を入手し利用
する際に影響する要因を明らかにし、さらに外国人住民へのインタビューを通じて、医療・保健情報へのアクセ
ス状況を詳細に把握した。今後は、より外国人住民が医療・保健情報を容易に入手し利用できるようなシステム
の構築を目指す。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to develop a model for effectively providing 
healthcare information to maintain the health of non-Japanese residents in Japan. Through literature
 research, factors influencing the accessibilities of healthcare information and services among 
non-Japanese residents were identified. Further, interviews were conducted with non-Japanese 
residents to gain detailed insights into the access to healthcare information and services for 
non-Japanese residents. Further studies will aim to develop systems that enable non-Japanese 
residents easily to access the healthcare information and services.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本に住む外国人にとって、言語の壁に加え、様々な要因が健康格差に寄与していると報告されている。この研
究では、日本における外国人住民が医療・保健情報にアクセスする際の要因を明らかにし、さらにこれまで明確
にされていなかった、日本における外国人住民の医療・保健情報へのアクセス状況をインタビューによって明ら
かにした。本研究の独自性は、在留外国人の中でも、特に外国人集住地域に焦点を当てているところである。こ
れまでに、外国人集住地域に住む外国人に対して行った調査はなく、学術的意義は高いと考える。今後、外国人
住民の特性に合わせた医療・保健情報の提供方法を考案することで、外国人住民の健康に寄与できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
1）在留外国人の増加 
 日本社会全体の問題として、少子高齢化を要因とする総人口の減少、労働力人口の減少があ
る。それらの問題を背景として、国内の在留外国人人口は増加の傾向にある。1980年代前半
まで日本に住む外国人は、在日韓国人・朝鮮人や中国人を中心とするオールドカマーと呼ばれ
る人々が中心であった（李・沢田 2013）。1990年の「出入国管理法及び難民認定法」の改正
で在留資格の再編が行われたことにより、バブル景気の人手不足を背景にした外国人労働者
の受け入れが加速され、主にブラジルなどの中南米から日本での就労を目的とした日系人の
来日数が増加している。法務省の在留外国人統計によると、2016（平成 28）年の在留外国人
は約 238万人で総人口の 1.8％を占めており、その割合は年々増えており、今後も増加するこ
とが予測される。 

 
2）日本に住む外国人の健康格差 
これら在留外国人が住む、このような多文化共生地域において、言語の不自由さや文化的背
景の違いから、様々な生活に関する課題が生じている。木村（2017）が全国の滞日外国人支援
団体・国際交流協会・自治体の相談担当者に対して行った調査「滞日外国人が抱える生活課題
とニーズの分析の試み」によると、滞日外国人からの相談内容のうち、最も多かったのが「医
療問題」であった。とされている。 
中嶋・大木（2015）は、外国人住民が社会の恩恵を受けにくく、厳しい労働条件の中で、保
健医療に関する知識に関心があるが言葉が通じないために情報格差が起きている。また、様々
な要因から「受診の遅れ」、「治療の継続困難」になりやすく、特に「母子保健医療システムへ
のニーズが満たされにくい」。さらに健康課題に影響する要因は「言葉が通じないこと」、「周
囲とのつながりに乏しいこと」、「労働条件が厳しいこと」であるとしている。このように、言
葉の壁が医療へのアクセスだけでなく、ケアの質、医療提供者と患者の関係、治療の順守、お
よび患者の満足度に悪影響をもたらすことにより、健康格差に寄与していることが報告され
ている（Terui 2017, Schwei et al 2016）。これらの問題に対し、国や自治体により、医療・保
健・福祉サービス情報の多言語化、ガイドブックの作成、相談窓口の設置などが進められてい
る。しかし、外国人住民による医療・保健情報へのアクセスの実態は明らかにされていない。
これらを明らかにすることで、外国人住民の現状やニーズに合ったサポートを提供できるも
のと考える。 

 
２．研究の目的 
最終的な目的は、外国人集住地域に住む外国人住民に対する医療・保健情報提供システムを
構築することである。そこで本研究は、その基礎的資料とするために、以下の 3つを目的とし
た。 

1）外国人住民が医療・保健情報の入手と利用の際に影響する要因を明らかにする 
2）支援者への聞き取りから、困難事項を明らかにする 
3）外国人集住地域に住む外国人の医療・保健情報へのアクセスの実態を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
1）外国人住民が医療・保健情報の入手と利用の際に影響する要因を明らかにする 
文献レビューから、日本における外国人住民の医療・保健情報へのアクセスと利用に影響す
る要因について、検討を行う。 

2）支援者への聞き取りから、困難事項を明らかにする 
（1）外国人集住地域（A 地域）の市役所担当者、外国人支援をしている NPO 法人の担当者か
ら現在の活動状況、困難事項の聞き取りを行う。 

3）外国人集住地域に住む外国人の医療・保健情報へのアクセスの実態を明らかにする。 
（1）外国人集住市域（A地域）に住むブラジル人 11名を対象に半構成的面接を行う。面接は、
ポルトガル語通訳を通して行う。 

（2）医療や保健情報の入手について自由に語ってもらう。面接から作成した逐語録は、定性的
かつ記述的に分析する。 
※A 地域は在留外国人の割合が人口の半分以上であり、市全体の在留外国人数の半数以上
を占めている（平成 29年）。ブラジル人を中心とした外国人集住地域である。 

 
４．研究成果 
1）外国人住民が医療・保健情報の入手と利用の際に影響する要因を明らかにする 
日本において、外国人住民が医療・保健情報の入手と利用の際に影響する要因について、文
献レビューから明らかにした。検索語は、医学中央雑誌 Web 版ではシソーラス用語である「外
国人」と以下のキーワード「保健行動」、「社会的支援」、「ヘルスリテラシー」、「情報探索行動」、



「情報入手」、「医療情報」を AND 検索し、対象論文は「原著論文」であり、日本語あるいは英
語の文献に限定した。CINAHL、PubMed では「immigrant」とキーワード「Health Behavior」、
「Social Support」、「Health Literacy」、「Information Seeking Behavior」、「Access to 
Information」を「in Japan」で AND 検索した。その結果、300 の文献が該当し、更にハンド
リサーチにより 4件の文献を追加した。それらから一次スクリーニング、二次スクリーニング
を経て、在留外国人とその家族が行う医療・保健情報収集と利用に関する内容を含む文献の選
定を行った。その結果、最終的に 33 件の文献が分析対象となった。 
日本に住む外国人を対象とした研究の多くは母親への妊娠・出産・育児に関するものであっ
た。20 代から 30 代は在留外国人の約半数を占めており（出入国在留管理庁 2022）出産・育
児の時期に該当するため、外国人女性の母子保健が多く問題となる事を示している。その他、
急激に増加している留学生や増加傾向にある技能実習生を対象とした研究や、近年では在留
外国人の生活習慣病に注目した研究も実施されており、社会の状況に応じて研究内容も変化
している。 
日本における外国人住民の医療・保健情報への入手と利用に関係する最大の要因は言語に
よる障壁である。それに加えて、文化的差異は母親が述べる妊娠・出産・育児に関する記述に
表れていた。言語の問題はすべての根源であるが、日本語能力の高い外国人でも医療システム
の違いが困難と感じられていた。また、日本に住む外国人住民はパートナー・家族・友人や、
母国語を主流としたコミュニティに支えられており、それらから情報を得ている傾向があっ
た。その反面、コミュニティに属していない住民はサポートがなく、孤独を感じていた。 
これらにより、以下の 2点が明らかになった。 
① 外国人住民の情報入手・利用に関連する要因は、言語による障壁や医療システムの違い、
労働や経済的な問題、社会的支援である。 
② 外国人住民が自己で意思決定するためには住民のニーズに合った、また判断に十分な母
国語での情報提供と母国文化の尊重、医療システムなどへの理解を促すこと、コミュニ
ティを中心としたソーシャル・サポートが重要である。 

 
2）支援者への聞き取りから、困難事項を明らかにする 
支援者 2名より聞き取りを行った。 
自治体は NPO 法人や市民組織等と協力しながら情報収集や生活に関する様々な活動をして
いる。それぞれの国籍の自助グループは存在する国としない国があり、外国人住民とのパイプ
がなく、実際の生活やつながりがみえないという困難がある。NPO 法人では学童期までの親子
に焦点を当てて、情報提供、学習支援などのサポートをしている。通訳利用後の情報提供から
活動参加につながることが多い。外国人集住地域ではあるが、孤立している母子も多く、つな
がりの必要性がある。SNS などのつながりも重要だが、加えて正確な情報を提供する必要があ
ると感じている。 
 
3）外国人集住地域に住む外国人の医療・保健情報へのアクセスの実態を明らかにする。 
外国人住民に対するインタビューから、医療・保健情報へのアクセスについて、その実態を
明らかにした。 
日本の外国人集住地域に住むブラジル人 11 名を対象に半構成的面接を行った。面接では、
医療や保健情報の入手について自由に語ってもらった。面接時間は 47分から 62 分であった。
11 名は、男性 2名、女性 9名で、年齢は 32 歳から 71 歳（平均年齢 48 歳）と幅広く、居住期
間も 1.3 年から 30 年と幅広い対象であった。日本語能力は、「ほとんどわからない」が 4名、
「簡単な日本語はわかる」が 4名、「日常的な会話ができる」が 1名、「日本語の読み書きがで
きる」が 2名であった。全員、1～4名の子どもがいた。 
逐語録については、定性的かつ記述的に分析を行った。 
集住地域に住むブラジル人の医療・保健情報入手の特徴として、Ⅰ《ソーシャルメディアを
中心としたインターネットの利用》、Ⅱ《マスメディアから感染症の限られた最新情報を得る》、
Ⅲ《日本語が堪能な親族からの情報や通訳に頼る》、Ⅳ《コミュニティの仲間から口コミ情報
を集める》、Ⅴ《家族や自分の所属先から母国語による正確な情報を得る》、Ⅵ《利用した通訳
者に相談する》、Ⅶ《自治体からのお知らせや通訳サービスを利用する》、Ⅷ《母国語の文書に
よる情報と医療通訳を望む》の 8つのカテゴリが抽出された。 
カテゴリⅠ《ソーシャルメディアを中心としたインターネットの利用》では、外国人住民の
作った Facebook や YouTube から情報を入手し、更にそれらを通して新しいつながりを作って
いた。病気に関する情報は検索エンジンを利用していた。カテゴリⅡ《マスメディアから感染
症の限られた最新情報を得る》では、日本語や母国語のテレビや雑誌から感染症に関する情報
を得ていた。カテゴリⅢ《日本語が堪能な親族からの情報や通訳に頼る》では、日本に住んで
いる自分より日本語が堪能な家族や親族を通して情報を得たり、家族の助けを借りて病院に
通院したりしていた。カテゴリⅣ《コミュニティの仲間から口コミ情報を集める》では、近所
の外国人住民の友達から情報をもらう、あるいは職場の同僚から情報を得ていた。長期滞在し
ている同国人の先輩から話を聞き、滞在が長くなれば反対に、情報発信をする側へと回ってい
た。教会も重要なコミュニティであり、情報入手や新たなつながりを作る相互扶助の場となっ
ていた。カテゴリⅤ《家族や自分の所属先から母国語による正確な情報を得る》では、自分の



子どもの学校や自分や家族の職場から正確な情報を得ていた。特に感染症などその都度変化
する情報などは、学校から書面で正確な情報を入手しており、職場ではそれら情報に加えて健
康全般についての予防、受診の補助などサポートを受けていた。カテゴリⅥ《利用した通訳者
に相談する》では、利用したことがある通訳者から病院などに関する情報を得ていた。通訳は
病院に所属する通訳やボランティアサービスなどさまざまであった。カテゴリⅦ《自治体から
のお知らせや通訳サービスを利用する》では、自治体からくるお知らせを見て、予防行動を起
こす、何かの手続き時に情報を得るなどしていた。ただ、自治体のホームページにアクセスし
翻訳した情報などは得るなどの行動はみられなかった。カテゴリⅧ《母国語の文書による情報
と医療通訳を望む》情報を求める気持ちは強く持っていた。日本語が堪能な対象者であって
も、日本語の文章から情報を得ることは困難であり、母国語で文章化されたものを強く望んで
いた。また、医療に関しては知人の津役では限界があり、医療通訳を望む声があった。 
 
外国人集住地域に住むブラジル人は同国人によって作られたソーシャルメディアやインタ
ーネットが情報入手の主な手段であった。また、コミュニティ内の親族、友人、通訳からの情
報を活用していた。正確な情報が得られる手段は家族や自分の所属先や自治体からの情報だ
った。ソーシャルメディアからの伝聞による情報も活用しつつ、正確な母国語の文章による情
報を望んでいる為、これらの特徴を踏まえ、医療・保健についての情報提供の必要性が示唆さ
れた。今後は外国人住民が正確な情報を入手しやすい形で提供するシステム構築が課題であ
る。 
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